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【目的】近年、精神科急性期入院医療において施設環境が重視され、個室率の上昇とともに、保護室だけでなく様々な機能・設備を備えた汎用性の高い個室が設置されるようになってきており、治療環境の整備が、保護室の使用率や隔離・身体拘束の継続日数に影響を及ぼしているのではないかという指摘もある。本研究は、行動制限最適化、および最小化に貢献できる施設環境について考察するために、多施設調査により精神科救急病棟の空間構成と隔離・身体拘束との関連について明らかにすることを目的としている。

【方法】対象は、診療報酬上の施設基準「精神科救急病棟入院料」を取得している病棟（以下救急病棟）で、救急病棟を有する全国の35施設（2007年10月当初）のうち27施設30病棟の協力を得た。まず、救急病棟の個室に関する質問紙調査と平面図の収集により、病棟の空間構成について現状分析を行った。次に、対象病棟から得られた「行動制限一覧性台帳」より、隔離・身体拘束の指標である、施行平均日数（ひと月あたりの患者ごとの施行日数を足し上げた延べ日数を施行者数で除したもの）、頻度（施行延べ日数を延べ入院患者日数で除したもの）、開始割合（ひと月の新規入院者で行動制限が施行された患者数を月の全新規入院者数で除したもの）を算出し、個室の割合やスタッフステーション（以下SS）の配置といった病棟の空間構成との関連を分析した。

【結果】対象病棟30病棟の開設主体は国および都道府県が16病棟、医療法人・公益法人が14病棟で、各病棟の病床数は24～60床（平均43.9）であった。個室率は50～100％（平均56.7％）で、鍵のついている個室は個室全体の97.7％、その内訳として、外から施錠可能な個室が72.6％、内鍵のついている個室が25.1％であった。入院患者の平均在棟日数は25.0～100.2日（平均52.4日）で、ひと月当たり平均隔離日数は10.4日、隔離の平均施行頻度は24.7％、平均身体拘束日数は7.2日、身体拘束の平均施行頻度は4.8％であった。また行動制限の施行開始割合の平均は、隔離が62.3％、身体拘束が20.0％であった。
施設環境と隔離・身体拘束との相関分析の結果、「個室率」「外から施錠可能な個室の割合」と、「隔離の頻度」「隔離開始割合」に有意な相関があった。また「隔離を目的としない個室の割合」と「隔離開始割合」に負の相関の傾向があった。SSと保護室の近接性で病棟を「近接している」「離れている」に分類して隔離・身体拘束状況をみたところ、「近接している」ほうが身体拘束の日数・頻度・開始割合が少なかった。またSSの配置を「一隅型」「中央型」「分散型」に分類して分析したところ、一隅型よりも中央型、中央型よりも分散型において身体拘束の日数・頻度・開始割合が少なくなる傾向が認められた。
【考察】隔離施行量と病棟の個室率（特に、施錠可能な個室の割合）との関連について、隔離のニーズに応じてハードを整備した結果の表れと考えるのが一般的であるが、個室の整備が隔離を誘発していないか疑問であり、これについてさらなる考察が必要であろう。また室空間の配置に関しては、行動制限を行う病室とSSを近接させることで、患者を観察しやすく迅速な対応が可能となり、身体拘束の最小化に貢献できると考えられる。
